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1．目　　的

2007 年 4 月、「特別支援教育」が学校教育法
に位置づけられ、障害の程度等に応じ特別の場
で指導を行う「特殊教育」から障害のある児童
生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な教
育的支援を行う「特別支援教育」への転換を図
るとされた 1）。『今後の特別支援教育の在り方に
ついて（最終報告）』2）においては、「障害の重
複化や多様化を踏まえ、障害種にとらわれない
学校設置を制度上可能にするとともに、地域に
おいて小・中学校等に対する教育上の支援（教
員、保護者に対する相談支援など）をこれまで
以上に重視し、地域の特別支援教育のセンター
的役割を担う学校として「特別支援学校（仮
称）」の制度に改めることについて、法律改正を
含めた具体的な検討が必要」であるとされてお
り、特別支援学校が教育現場において果たす役
割は、今後ますます大きく重要になってくるで
あろう。

また『特別支援教育の推進について（通知）』3）

で、「特別支援教育の推進のためには、教員の特
別支援教育に関する専門性の向上が不可欠であ
る。したがって、各学校は、校内での研修を実施
したり、教員を校外での研修に参加させたりする
ことにより専門性の向上に努めること」と示され
ているように、センター的役割の充実に加え、教
員の専門性の向上が必要であるとされている。

* 滋賀県立北大津養護学校
** 滋賀大学教育学部

さらに、同通知では「特別支援学校は、特別
支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有状
況の改善、研修の充実に努めること」4）とも示さ
れている。特別支援学校教諭の免許状の保有状
況についての文部科学省のデータ 5）によると、
特別支援学校の教員のうち、該当する免許保有
者は全体の 7 割となっている。また、新規採用
者においては 6 割となっている。全国の教育大
学では、大学院に加え、特別支援教育専攻科が
設置されているところもあり、短期間で専修免
許の取得が可能である。その背景には、特別支
援学校教員が、早急に専門性を身につけること
が求められている、と考えられる。

本研究では、①特別支援学校の教員の現場
における課題　②それぞれの課題に対するニー
ズ、③研修講座におけるニーズ、の主に 3 つの
項目について現職の先生方へのアンケート調査
を行い、特別支援学校教員の専門性について考
察した。

2．研究方法

2.1. 対　象
滋賀県内の特別支援学校のうち、本研究に協

力頂けた学校の全ての現職教員（常勤、非常勤、
臨時等を含む）を対象とした。
2.2. 方　法

調査用紙によるアンケート調査を行った。無
記名で実施した。記入を終えたアンケート用紙
は、専用の封筒に入れ、密封の上、学校ごとに
まとめて大学宛返送を依頼した。
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2.3. 調査期間
2012 年 11 月 1 日～ 2012 年 12 月 27 日

2.4. アンケート内容の概要
調査内容の概要は以下の通りである。
　Ⅰ：回答者の属性
　Ⅱ： 現場における課題および解決方法（自

由記述）
　　Ⅱ-1．生徒指導面
　　Ⅱ-2．社会制度面
　　Ⅱ-3．その他　 
　　Ⅱ-4．現場におけるニーズ
　Ⅲ：研修におけるニーズ
　　 　過去 1 年間での研修回数と研修内容お

よび今後望まれる研修内容
　Ⅳ：特別支援教育全般について（自由記述）

3．結　　果

滋賀県内の特別支援学校（養護学校）15 校中
7 校（対象教員 494 名）から 145 枚のアンケー
ト用紙を回収した。回収率は 29.4％であった。
3.1. 回答者の属性
3.1.1. 性別
回答した教員は、男性 49 人（33.8%）、女性

93 人（64.1%）、無回答 3 人（2.1%）と、女性の
方が多かった。また、回答した教員の男女比は、
滋賀県内の特別支援学校教員の男女比（40%：
60%）よりも女性の比率が高いもののその差は
4% であった。
3.1.2. 年齢
教員の年齢層は、50 代 36 人（24.8%）、40 代

36 人（24.8%）、30 代 34 人（23.4%）、20 代 29 人
（20.0%）、60 代 2 人（1.4%）、無回答 8 人（5.5%）
で あった。
3.1.3. 専攻
教員 145 人の出身大学の専攻で最も多かった

のは教育学 57 人（39.3%）であった。続いて、
社会系（社会学、社会福祉学等）22 人（15.2%）、
文学 18 人（12.4%）、体育学 12 人（8.3%）、その
他 29 人（20.0%）、無回答 7 人（4.8%）であっ
た。その他で挙がった専攻は、国際文化学、総
合科学、家政学、水産学などであった。
3.1.4. 所持免許

（1）特別支援学校教員免許所持状況では、一種

78 人（53.8%）、二種 25 人（17.2%）、専修 14 人
（9.7%）を合わせ約 8 割の教員が 免許を所持して
いた。免許なしは 28 人（19.3%）で あった。

（2）小学校教員免許は、67 人が所持していると
回答した。

（3）回答した教員 96 人の所持している中学校教
員免許の教科は、社会 40 人（41.7％）、保健体
育 17 人（17.7%）、国語 12 人（12.5%）、英語 8
人（8.3%）、音楽 5 人（5.2%）、家庭 5 人（5.2%）、
数学 4 人（4.2%）、理科 3 人（3.1%）、美術 2 人

（2.1%）であった。同様に回答した教員90人の所
持している高等学校教員免許の教科は、社会 39
人（43.3％）、保健体育 17 人（18.9%）、国語 10 人

（11.1%）、英語 7 人（7.8%）、音楽 4 人（4.4%）、
家庭 3 人（3.3%）、理科 3 人（3.3%）、数学 2 人

（2.2%）、美術 2 人（2.2%）、その他 3 人（3.3%）
となった。
3.1.5. 雇用形態
回答した教員 137 人の雇用形態で最も多かっ

たのは「教諭」116 人であり、84.7％を占めた。
「講師」は 17 人（12.4％）、その他 4 人（2.9%）
であった。
3.1.6. 所　属
回答した教員 102 人の所属（学年）の中で、

最も多かったのは小学部 41 人（40.2％）、以下
高等部 30 人（29.4％）、中学部 11 人（10.8％）、
その他 10 人（9.8%）であった。

一方、回答した教員 132 人の所属（障害種別）
の中で、最も多かったのは知的障害部門 76 人

（57.6%）であった。滋賀県では知肢併設校の設
置があるため、知肢の重複（グラフでは併と表
記）の所属も 32 人（24.2%）と多くみられた。以
下肢体障害 17 人（12.9%）、盲 6 人（4.5%）、病
弱 1 人（0.8%）、聾 0 人（0.0%）となった。
3.1.7. 経験年数
回答した教員 130 人の特別支援学校での教員

経験年数は、10 年未満が 48 人（36.9％）と最も
多く、続いて、20 年以上 39 人（30.0％）、10-20
年未満 23 人（17.7%）、30 年以上 20 人（15.4%）
で あった。

3.2. 課題とニーズについて
3.2.1. 課題について

（1）生徒指導における課題（図 1）
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図 1 に示す通り、教員、教室不足を指摘する声
が多かった。さらに高等部生徒指導、家庭の問題
および保護者との連携を指摘する意見が続いた。

図 1　生徒指導における課題

以下は少数意見である。　・他校生徒とのト
ラブル　・性教育　・通学指導　・抽象的なこ
とを理解させる　・強度行動障害児指導　・マ
ナーの指導　・自己肯定感の低下　・教員によっ
て指導方法が異なること　・キャリア教育

（2）社会制度における課題（図 2）
社会制度における課題として最も多く挙がっ

たのは「進路不足」であった。他には、「学校の
大規模化」および「施設不足」という学校の設備
面における課題であった。さらに、「予算不足」と
いう意見も比較的多くみられた。また、行政関連
の意見やスクールバスに関する意見も挙がった。

図 2　社会制度における課題

その他、少数意見は次の通りである。　・支
援学級と支援学校を分ける　・正規教員の採用
の不足　・児童生徒が長期休暇を過ごす場が

ない　・講師の労働条件　・居住施設との連携　
・地域との連携の問題　・高等養護学校の不
足　・相談事業の不足　・保護者の負担の増加

（3）その他の課題
回答として多かったものを以下の 3 つの領域

に分けて示すが、人員（ソフト）面および施設
設備（ハード面）での貧弱さを指摘する意見が
目についた。

【人員（ソフト）面】　児童生徒増加、不安定な
学校事情、他教員との関係、教員間のストレス、
専門性の低下、現場の多忙化、腰痛の問題、教
員の休憩時間が少ないこと

【施設設備（ハード面）】　寄宿舎の活用、施設不
足、施設の老朽化

【その他】　家庭での教育力、余暇支援、医療的
ケア、看護師不足、看護師が不遇である

以下は少数意見を以下である。　・発達障害
生徒の増加　・弱視児、担当者の支援　・学校
内組織の未熟さ　・膨大な作業量　・家庭の経済
力　・新設校を立てずに増築で済ますこと　・教
科指導　・分教室の設備　・保護者の発達障害
3.2.2. 解決方法について

（1）生徒指導における課題の解決方法（図 3）
生徒指導における課題の解決方法として、最

も多かったのは「教員を増やす」であった。定
数法による人材配置を求める意見も見られた。
また、「教員の話し合い」や「教員の連携」と
いった教員間でのやり取りが大切であるという
意見も多く出た。その他にも、保護者や他機関
との連携が課題の解決に必要であるとする意見
が続いた。

図 3　生徒指導における課題の解決方法
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その他、少数意見を以下紹介する。　・他
校の実践から学ぶ　・高校に支援学級を設置す
る　・カウンセラーを配置する　・コミュニ
ケーション指導の充実　・正規採用を増加する　
・企業就労の現状を知る　
（2）社会制度における課題の解決方法（図 4）

社会制度における課題の解決方法では「予
算の増額」が最も多く、その次が「情報発信」
あった。保護者や教員から要望を出していくべ
きであるという意見も見られた。また、「新設」
や「設置基準を設ける」といった施設設備面の
充実を求める意見が多かった。さらに、地域や
保護者の理解や、行政・公的機関との連携も重
要であるという意見も挙がった。

図 4　社会制度における課題の解決方法

少数意見は次の通りであった。　・講師の雇
用制度を検討する　・障害者雇用率を守る　・地
域や保護者の理解　・インクルーシブ教育の啓
蒙　・申請しなくてもサービスが受けられるよう
にする　・スポーツクラブを充実させる　・ＤＶ
対策と一時的保護をしっかりさせる

（3）その他の課題
回答として多かったものを、以下に示す。

【人員（ソフト）面】　教員を増やす、教員で話
し合う、休憩時間の確保

【施設設備（ハード）面】　増築、新設校の設置、
他機関との連携

【その他】　問題を社会化する、情報発信、早期
教育の充実

その他、少数意見は以下の通り。　・実情の
把握とアクション　・やる気のある学生の確保　
・現場実践の研修　・出張旅費の増加　・県か

らの業務を精選する　・教員の意識改革
また今回、同じ回答が異なるカテゴリーに

またがって見られた。主な回答を以下に示す。　
・教員足りない（生徒指導における課題、社会
制度における課題、その他）　・学校の大規模
化（生徒指導における課題、社会制度における
課題、その他）　・教室足りない（生徒指導にお
ける課題、その他）　・施設不足（社会制度にお
ける課題、その他）
3.2.3. ニーズについて（図 5）
回答した教員のニーズとして圧倒的に多

かったのは「教員を増やす」ことで、次に「教
員のゆとり」が続いた。また、「専門性の向上」、

「教師の力量」、「教員の連携」等の、人員（ソフ
ト）面のニーズと、「環境の改善」「規模の適正
化」等の施設設備（ハード）面のニーズの両方
が挙げられた。

図 5　現場における教員のニーズ

その他、少数意見を以下に示す。　・新しい
アイデア　・研修への参加　・教材、教具の充
実　・教員の男女比均等化

以上の意見の他にも、ここ 30 年でよくなって
きているという意見も見られた。

3.3. 研修について
3.3.1. 過去 1年間の研修参加回数（図 6）
回答者の 4 割以上が、1 年間のうちに 6 回以

上研修に参加していた。さらに、4 ～ 5 回参加
していると回答した教員を合わせると過半数を
超え、県内の教員の研修講座への意欲的な参加
が見られた。
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図 6　過去 1年間に参加した研修の回数

3.3.2. 研修に対する感想（図 7）　
参加した研修に対して回答者が良いと思っ

た点を図 7 に示す。

図 7　研修の中で良いと思った点

研修の中で良いと思った点で最も多かった
のは、「実践に生かせる」であった。研修で、現
場ですぐに使える内容を学んでいる教員が多い
ことが分かった。また、「最新の知見が得られ
る」、「知識が増えた」、「改めて基礎知識を学べ
た」という意見もあり、研修の参加によって専
門知識を得る教員も多いことが判る。

参加した研修に対して、回答者が改善すべき
だと思った点を図 8 に示す。図 7 の結果と反し
て、「実践的な内容にしてほしい」が最も多かっ
た。この他にも、研修内容に関して内容の重複
があること、具体例を必要としている教員もい
た。また、「知りたい研修に参加しづらい」、「費
用がかかる」、「長期休暇にしか行けない」、「遠
方であった」など、研修参加への意欲はあるが
それが難しいという指摘もあった。

図 8　研修の中で改善すべき点

その他、少数意見を以下に示す。
＜良かった点＞　・ベテラン先生の成功失敗

談が聞けた　・作業所の人の話が聞けた　・絵
本の研修が面白かった　・現場のニーズに合っ
た研修であった　・グループ協議が面白かっ
た　・少人数であった　・進路について学べ
た　・悩みが解決した　・自立活動の技法が学
べた

＜改善すべき点＞　・かたい話であった　・討
論が少なかった　・初任研は回数が多いので大
変　・現場の先生が講師になってほしい　・理
論と実践を組み合わせるべき
3.3.3. 研修について

（1）回答者が参加した研修の内容（A）およ
び今後参加したいと思う研修の内容（B）を項
目ごとに図9～図 16に示した。図9に示すよう
に、［1］「盲・聾・特別支援学校での教育を課題
とした研修講座」では、「特別支援学校での教
育を課題とした研修講座」への参加が圧倒的に
多く、続いて「新任担当者を対象とした研修講
座」となった。今後最も参加したいのは、「特
別支援学校での教育を課題とした研修講座」で
あった。
［2］特別支援学級を課題とした研修講座（図

10）では、「知的障害特別支援学級での教育を課
題とした研修講座」への参加が多かった。今後
最も参加したい研修は、「情緒障害学級での教育
を課題とした研修講座」であった。また、「知的
障害特別支援学級での教育を課題とした研修講
座」への参加希望教員数は、「情緒障害学級での
教育を課題とした研修講座」への参加希望者数
とほぼ同じであった。
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［3］障害を課題とした研修講座（図 11）では、
「知的障害を課題とした研修講座」への参加が
最多で、今後最も参加したいと思う研修も、同
じく「知的障害を課題とした研修講座」であっ
た。

図 11　［3］障害を課題とした研修講座

［4］教育課題を取り上げた研修講座（図 12）
では、参加も希望も「自閉症を課題とした研修

講座」が多く、その次は「医療ケアを課題とし
た研修講座」であった。

図 12　［4］教育課題を取り上げた研修講座

［5］特別支援教育推進の課題を取り上げた研
修講座（図 13）においては、参加も希望も「軽
度発達障害を課題とした研修講座」に関心が高
かった。

 

図 13　［5］特別支援教育推進の課題を取り上げた研修講座

［6］教育技法・教材開発等を課題とした研修
講座（図 14）においては、参加では「自立活動
及び個別の指導計画を課題として取り上げた研
修講座」および「心理検査を課題として取り上
げた研修講座」が多かった。今後参加したいと
思う研修では、「心理検査を課題とした研修講
座」および「教材開発を課題として取り上げた
研修講座」が多かった。

図9　［1］盲・聾・特別支援学校での教育を課題とした研修講座

図10　［2］特別支援学級を課題とした研修講座
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図 14　［6］教育技法・教材開発等を課題とした研修講座

図 15 に示すように、［7］の「教育相談・就
学指導・進路指導を課題とした研修講座」およ
び［8］の「学校経営・教育課題を課題とした研
修講座」は、どちらも実施されていることが分
かった。参加希望では、「教育相談・就学指導・
進路指導を課題とした研修講座」へ参加したい
という教員が多かった（図 15）。

図15　［7］教育相談・就学指導・進路指導を課題とした研修

講座および［8］学校経営・教育課題を課題とした研修講座

以上の［1］（図 9）から［8］（図 15）以外の
［9］その他で挙がった実施済み研修は以下の通
りである。　・薬物乱用防止　・正常運動発達
講座　・近接の学校園で交流教育向上をかねた
研修　・各教科の指導について（算数、音楽）　
・防災に関する研修　・人権教育教職員実践サ
ポート講座　・生徒指導　・摂食指導　・障害者
スポーツ、体育に関するもの　・幼児教育　・特別
支援学校教育課程　・五感を通した指導法　・性
教育　・心理リハビリテーションを実習する研修　
・教育課程づくり　・情報セキュリティ　・10 年
者研修（認定講習、教員免許更新）　・ケース検
討会　・うた・リズムあそびの研修　・英語の教
育に関する研究会　・虐待防止　・発達保障

同様に［9］その他で挙がっていた研修希望を

以下に示す。　・保体に関すること　・訪問教
育　・担任した子に関わること　・発達検査の内
容の理解、分析基準　・各発達段階における課題
とその教育的手立てについて　・障害者スポー
ツ　・教育実践に生かせる内容、ワークショッ
プ　・青年・成人期の発達等　・性教育を最重
要としたもの　・発達保障　・授業論一般につ
いての研修（これが現場にはない）　・発達につ
いての様々な視点からのケース検討会　・他の
学校の実践を見に行きたい
3.3.4. 大学院・専攻科等の派遣
回答者の大学院・専攻科派遣の希望につい

て、結果を図 16 に示す。回答者のうち、8 割以
上が大学院・専攻科への派遣を希望しないと回
答した。希望しない、を選択した回答者の中に
は、既に派遣されたという回答（1 名）もあっ
た。

図 16　大学院・専攻科派遣の希望

3.4. 特別支援教育全般について
今回のアンケートでは、特別支援教育に対す

る現場の声を聞くうえで、自由記述での回答欄
を設けた。

以下、【人員（ソフト）について】、【施設設備
（ハード）について】、【生徒指導について】、【社
会制度について】、【特別支援教育について】、【そ
の他】の 6 つの項目に分け、代表的な回答を紹
介する。
3.4.1. 人員（ソフト）について　

・教員不足、休憩時間の確保が十分にされてい
ない。　
・休憩時間がないこと、腰痛のこと、教材準備
など周りからでは分かりづらいニーズがある。　
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・理想と現実がかけ離れている。理念に近づく
ために、校内の努力を継続しつつ、人や物、金、
場所、制度の不十分さを解決するべき。　
・人員不足（限られた指導体制の中で本来 1 対
1 対応が望ましい重度のクラスでも十分な教員
数が確保できない）。　
・「授業改善」がどの校種も必要である。　
・人手不足。専門性を高めることも大切。　
・特別支援学校にミドルリーダーとなる世代
の教員が不足しているため、若手教員の育成が
必要。　
・大規模化はかなり深刻な問題。教師の頭数が
多すぎて（子供への指導としては全然足りない
が）子供の育ち、実践について『みんなで共有』
することがとても難しい。　
・教員の質の向上。　
・昔は教員にもゆとりがあり、お互いを知り、
実践を語ることができたが、障害に関わる保護
者のニーズや、保護者の置かれている立場や障
害の多様性、卒業後のこと（出口の問題）、会議
時間の長いこと、行事に追われる現実等々で悩
みも多く、ゆとりがなくなってきている。

教員の不足によって、現場での充実した支援
や教育が難しくなってきているという意見が多
くみられた。また、教員の時間的・精神的なゆ
とりも重要であるとの声が多かった。
3.4.2. 施設設備（ハード）について

・教室の少なさと老朽化が心配。指導者が少な
い。特別教室を教室にしている現状。
・特別支援学校の生徒増大⇒特別支援学校増
設を。
・教室、教員、給食が足りない等、現場の環境
が整っていない。
・とにかく教員数が足りない。設備がない。医
療の進歩に現場が追い付いていない。
・特別支援学校の児童制度増、教室不足（音楽
や図工室など特別支援教室がたくさんつぶされ
ホームルーム教室に）。
・大規模化を解消することが必要、新設する、
設置基準をつくる。
・教員数が足りない、特別教室が足りない、1
つの学校で児童生徒数が多すぎる、スクールバ
スが足りない、乗車時間が長すぎる。どの障害
児学校にも寄宿舎が必要。

児童生徒の急増や学校の大規模化による施
設設備等の不足という意見が最も多く、中でも
教室の不足が深刻であるという声が多かった。
3.4.3. 生徒指導について

・ボーダー（境界線）と呼ばれる子たちへの支
援が薄い。その結果、養護学校がふくれあがる。
さらに、反社会的行動にもつながるので、一般
の小中学校が苦労する。
・個別の支援計画のとらえ方。
・学校を卒業後の進路をどうしてゆくか。作業
所も満杯になってきて、どう子供たちに進路を
保障していくのか。

生徒指導面においては、支援計画等、子ども
の育ちに関わること、進路面の保障などが難し
いという声があった。
3.4.4. 社会制度について

・出張旅費がないためにニーズがあっても出
張しにくい。教育相談への県からの加配時間が
少ないので、早期教育が必要な弱視児への支援
が不十分。
・軽度発達障害への早期教育で改善される
ケースが多い　支援学校の幼稚部と、地域の早
期教育を個別指導できる機関があれば。
・特別支援教育制度が整いつつある中で、社会
制度の整備が全く遅れている。早急な社会制度
の整備を期待。
・教育がサービス業になっている。世の中の『要
望』主体社会にすべてがサービス化している。
・子供の数は減ってきているのに、なぜ特別な
支援が必要な子供が増え続けているのかを考え
るべき（特別支援学校、学級、普通学級に在籍
する支援の必要な児童生徒を含め）。
・支援学校免許を持っていない教員が増えて
いるのは望ましくない。
・非常勤や臨時職員が大変多い。継続的にしっ
かり子供たちと向き合うためには、正規職員が
しっかり配置されていることが大切である。
・特別支援教育が学校（小中高大）と個別指導
計画等によりつながっていても最終の出口が保
障されていないのが問題。一人ひとりのニーズ
に応じた就職ができることが望まれる。
・特別支援教育の導入により、養護学校現場
の多忙が激化している。財政面、人材配慮がな
い中では、現場の努力のみで対応することにな
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る。ニーズは多くあり、応えなければならない
が、それだけの整備がされていない。導入され
て 6 年、見直しがされ、根本的に改善されるこ
とを強く望む。
・小中高との連携が取れていない。社会の中
でどう教育をとらえて、学校種を選択していく
か。社会の仕組みの中で教育方法、内容を考え
ていくのが大切。

社会制度については、支援・教育の機関のこ
と、小中学校（特別支援学級、通級教室等）と
の連携、雇用のこと、多忙化のことなど多くの
意見が見られた。
3.4.5. 特別支援教育について

・「特別支援教育」は「特別」なものであると
いう意識がまだまだ高いように思われるが、ど
の現場（小学校、中学校…社会でも）において
も、大切になることである、という意識を社会
的に高められればと思う。
・障害を持った生徒にとって、普通学級にいる
ことが（サポートが充分でほかの生徒も大事に
してくれたとしても）どれほど孤独であるかわ
かってやってほしい。必要なのは仲間。
・特別支援教育に名称としては変わったが、指
導という観点での子供への対応はあまり変わっ
ていない。問題と感じる行動に対して、指導と
いう感覚だけでは子供の将来に向けてよりよい
力を伸ばすという視点が足りないと感じる。
・特別支援教育を考えるには、教育一般から考
えねばならない。特別支援教育の研修だけでは
いけない。

特別支援教育に対する専門性、社会的なとら
え方、教育としての在り方など、現場の教員な
らではの意見が見られた。
3.4.6. その他

・教員数が非常に少なく、子供たちによりよい
指導ができているか心配。どの学校も子供たち
が増加傾向にあり、学校もスクールバスもいっ
ぱいいっぱいである。
・大学で学んだことが現場ではなかなか活か
されていない。もっと専門的な内容が学べると
ありがたい。
・ハンディを持った子供たち、どの子もみんな
宝。障害児への虐待や差別がある世の中、保護
者や地域との連携も必要。

4．考　　察

特別支援学校の教員のニーズ 、課題および 研修
に関しては、多くの研究が なされてきた。下無敷
らは、小中学校の教員の特別支援教育に対する意
識・ニーズ を調査し、今後の特別支援教育の展開
における課題を検討した 6）。玉村ら 7）は、特別支
援学校課程認定講習に参加した教員を対象に、特
別支援学校教員における現職教員の免許習得及
び 研修に関するニーズ の調査を行った。一方、教
員を対象とした研修に関して、徳永ら 8）、立花ら 9）、
砂田ら 10）は、それぞ れ、特別支援学校を対象に教
員研修実施状況および 研修ニーズ 等に関する調査
報告を行った。今回は、以上の研究を踏まえ、滋
賀県内の特別支援学校に在籍する教員を対象に、
教員のニーズ に関する研究を行った。

4.1. 回答者の属性
（1）男女比：滋賀県および 近隣府県の特別支

援学校で は、女性教員の割合が 高い。平成 23 年
度の統計で は、滋賀県 59.5%、京都府 57.4%、京
都市 56.4%、奈良県 60.0% と、女性が 過半数を
占めていた。
（2）年齢構成：回答した教員の年齢構成は、50

代が 最も多く、続いて 40 代が 多かった。平成 20
年度の滋賀県の統計で は、小中高と特別支援学
校教員数の合計は、50 代前半の割合が 高かった。
特別支援学校に限れば 、男 50-54 歳、女 35-39 歳の
割合が 高かった11）。 平成22年度の京都府の統計
で は、男女とも 50 代の割合が 非常に高い 12）。文
部科学省の統計で は、全国の小中高と特別支援
学校教員数の合計は、40 代から 50 代前半の割合
が 高かった 13）。
（3）経験年数：回答した教員の特別支援学校

で の教員経験年数は、10 年未満が  37% と最も多
く、続いて、20 年以上が  30% であった。これ
は、滋賀県の教員の年齢構成を反映しない結果
で あった 14）。一方、立花らの研究 9）で は、10 年
未満が 半数以上を占め、比較的若年の教員の回
答率が 高い結果となった。

4.2. ニーズ 
今回の私達の調査結果を要約すると、生徒指

導の課題としては、1）教員不足および  2）施設・
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設備不足の 2 点が 特に多く挙がった。また、1）
に関連した意見で は、教員間のストレス、多忙
化、休憩時間の少なさ、腰痛など 、教員の疲弊
の訴えが 目についた。続いて、3）高等部生徒指
導、4）家庭の問題・保護者との連携の順となっ
た。

教師という職業は業務関連ストレスの最も大
きい職種の一つといわれ、近年の社会情勢や教
育環境の変化により、教師のストレスは深刻さを
増している 15,15b）。文部科学省の統計によれば 、教
員の精神疾患による休職者は、1995 年と 2006 年
を比較すると、約 3 倍に増加しており、全国公立
学校教員に占める精神性疾患の割合は10年間で 
34%から63%と大幅に増加した15,16）。このような
背景から、精神衛生または労働衛生の観点から、
多くの研究が なされてきた。特に特別支援教育
に携わる教員のストレスに関して、大石は 2004
年、教員の労力や負担の増大を懸念した 17）。そ
の後、曽山・本間 18）の研究で も同様の指摘が な
された。2007 年 4 月の特別支援教育の本格的な
実施以降の研究として、小谷ら 19）は 2008 年、労
働衛生の観点から教員のストレスの増大を報告
した。今回の私たちの調査結果は、これらの報
告と一致しており、看過で きない問題で あると考
えられた。

教員および 施設・設備の充実には、継続的な
予算措置が 必要となるため、一朝一夕には解決
で きない。教員・教室不足に悩む養護学校の現
状は、新聞に繰り返し取り上げ られているが 、そ
の 1 つを以下引用する 20）。
「県立の特別支援学校 14 校増築・転用悩む教

室確保在籍者急増 10 年で  1.8 倍知的障害や身体
障害のある児童・生徒が 通う特別支援学校の在
籍者が 増えている。県立の 14 校はこの 10 年で 
1.8 倍になり、県は来年度、学校や分教室を相次
いで 新設して対応する。ただ 、在籍者数は5年後
のピ ークまで 増え続ける見込みで 、教育環境を
維持するための苦労が 続く。」

一方、社会制度上の課題として最も多く挙げ 
られたのは進路不足で あり、全体の 40% を占め
た。発達障害者の就労の現状と問題点に関して
は、少なくない数の論文が 知られる。小川は、
発達障害者の就労率は 3-4 割、非正規社員が 就
労者の 7 割弱、その 7 割が 月収 15 万円未満で 経

済的自立困難で ある者が 多いこと、さらに職場
で 起きが ちな問題点を述べ た 21）。杉山らは、自
閉症患者で は高機能群で あっても、対人関係の
困難さから安定的な就労の継続が 困難で あるこ
とを示した 22）。清水は、発達障害者の就労実態
に関する先行研究を紹介した 23）。西井らは、高
機能広汎性発達障害の就労を妨げ る要因を検討
し、二次障害が 就労の妨げ になっていることを
示唆した 24）。

このような問題の解決方法を尋ねたところ、
教員のニーズ として最も多かったのは「教員を
増やす」で 、次に「教員のゆとり」が 続いた。ま
た、「専門性の向上」、「教師の力量」、「教員の連
携」等の人員（ソフト）面と、「環境の改善」や

「規模の適正化」等の施設設備（ハード ）面の両
方が 挙げられた。

川口らは 2006 年に公立幼稚園、小中学校の教
員を対象に、特別支援教育の現状と課題につい
てアンケート調査を行った 25）。その中で 、特殊
学級担当教員に幼児児童生徒の支援が 不十分な
理由を尋ねた。指導対応に苦慮あるいは時間が 
ないことを理由に挙げ た教員が 約 8 割と多数を
占めた。また、校内の支援体制が 整っていない
ことを挙げ た教員が 約 3 割いた。小中学校の通
常学級および 特別支援学級の担任に対しての特
別支援教育に関する自由記述で は、教員配置や
環境整備、予算措置など 、人的物的環境への措置
が なく、今ある資源の有効活用だ けで は対応に
困難が あるという意見が 挙がった 25）。

また、下無敷らは 2005 年、小中学校 242 校の
教員の特別支援教育に対する意識・ニーズ を調
査し、今後の特別支援教育の展開における課題
を検討した 6）。その結果、特別支援教育に対す
る高い関心はあるが 、漠然とした不安が あり、職
務内容や教職経験によって、特別支援教育に対
する意識に差異が みられた 6）。具体的には、若
い教員ほど 経験が 少ない分、障害児教育につい
ての不安を募らせ、学級内の気になる子ど もを
障害のある子として捉え、多く見積もる傾向が 
強いとした。特別支援教育推進のためには、教
員の障害児教育の現場経験、機能する校内委員
会の運営が 必要で あるが 、多くの教員が 日頃か
ら慢性的な多忙感に苛まれており、校内委員会
が 機能していないと結論づ けた 6）。今回の調査
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で も、同様に、「教員の話し合い」や「教員の連
携」など 、教員間で のやり取りを重視する意見が 
多く出た。

4.3. 研　　修
（1）過去に参加した研修：本項目の質問内容

に関しては、先行研究が 少なかった。教員を対
象とした研修に関して、徳永ら 8）は、独立行政
法人国立特殊教育総合研究所における研修事業
改善を目的に都道府県政令指定都市教育委員会
及び 大学附属盲・聾・養護学校を対象として、
特別支援教育を推進する教員研修実施状況およ
び 研修ニーズ 等に関する詳細な調査報告を行っ
た。研修講座数としては5-9講座を実施する自治
体が 最も多く、実施期間は1-3日間で 行う研修講
座が 8割を超えていた。研修内容としては、特別
支援教育推進の課題を取り上げ た研修講座、教
育技法・教材開発等を課題とした研修講座、教
育課題（自閉症、重複障害等）を取り上げ た講
座が 多いことが 判明した 8）。また、約半数の都
道府県で 大学院等への派遣を行っていた 8）。以
下、徳永らの報告 8）を軸に、私達の結果と比較
検討する。

今回の調査で 、研修に関しては、回答者の 4
割以上が 、1年間のうちに6回以上研修に参加し
ていた。さらに、4-5 回参加していると回答し
た教員を合わせると過半数を超え、県内の教員
の研修講座への意欲的な参加が 見られた。玉村
らの研究 7）で も同様に、研修に対する意欲的な
声が 多数を占めた。また、認定講習の参加動機
のアンケートも行ったところ、管理職に言われ
たという意見は全体のわず か 1% で あり、特別
支援学校に勤めている・特別支援学級に勤めて
いる・通常学級で 障害や発達障害を持つ子ど も
を担当している、という現職教員や、免許の必
要性を感じ た・障害児教育の専門性を身につけ
たかった・障害児のことについて詳しく知りた
かった、という教員が 全体のほとんど を占める
結果となり、自ら意欲的に研修に参加する教員
が 多いことが 窺えた。
（2）研修内容：［1］（図 9）で は、特別支援学

校で の教育を課題とした研修講座への参加が 圧
倒的に多かった。続いて、新任担当者を対象とし
た研修講座で あった。徳永らの研究 8）で は、「新

任担当者を対象とした研修講座」が 最も高い数
値を示していた。このことから滋賀県で は、特
別支援学校で の教育を課題とした研修講座の実
施率が 比較的高いと考えられた。
［2］（図 10）で は、知的障害特別支援学級で 

の教育を課題とした研修講座への参加が 多かっ
た。徳永らの研究 8）で は、「特殊学級・通級指
導の新任担当者を対象とした研修講座」の実施
率が 最も高かった。
［3］（図 11）では、知的障害を課題とした研

修講座への参加が 多かった。図 10、図 11 から、
滋賀県が 知的障害教育の研修講座に力点を置い
ているとも考えられる。一方、徳永ら 8）によれ
ば 、「視覚障害教育を課題とした研修講座」、「聴
覚障害教育を課題とした研修講座」、「病弱教育
を課題とした研修講座」の実施率が 同率で 高
かった。
［4］（図 12）で は、自閉症を課題とした研修

講座が 多く、続いて、医療ケアを課題とした研
修講座が 多かった。徳永らの研究結果 8）で は、

「自閉症を課題とした研修講座」の実施率が 最
も高く、図 12 と類似した結果となった。しか
し、「医療ケアを課題とした研修講座」は、あま
り高い数値を示さなかった。
［5］（図 13）で は、軽度発達障害を課題とし

た研修講座が 多かった。［3］における知的障害
特別支援学級や、［4］における自閉症を課題と
した研修講座も多いことから、全体として特別
支援学級で の教育をテーマとした研修講座が 多
いと考えられた。徳永らの研究 8）で は、「軽度発
達障害を課題とした研修講座」と「特別支援教
育コーデ ィネーターを課題とした研修講座」の
実施率も高かった。
［6］（図 14）で は、「自立活動及び 個別の指

導計画を課題として取り上げ た研修講座」およ
び「心理検査を課題として取り上げ た研修講
座」が ほぼ同じであった。一方、先行研究 8）で 
は、「心理検査を課題として取り上げ た研修講
座」の実施率が 最も高かった。
［7］（図 15）の教育相談・就学指導・進路指導

を課題とした研修講座および［8］（図 15）の学
校経営・教育課題を課題とした研修講座は、ど 
ちらも実施されていることが 分かった。一方、
徳永らの調査 8）では、ど ちらの項目も、全体の
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中で あまり高い数値を示さなかった。
［9］その他で は、22 項目の研修が 実施されて

いることが 分かった。教育課程・教育方法、防
災・情報など の指導方法、算数や英語、音楽な
ど の教科指導が 挙が った。

全体で は、研修の希望として最も多かったの
は、［4］①自閉症を課題とした研修講座（図 12）
で 、続いて［6］①心理検査を課題とした研修講
座（図 14）で あった。

山中らは、教育職員免許法認定講習の受講者
を対象に、特別支援学校教諭免許状の取得を希
望する教員の免許制度に対する意識とニーズ を
調査した 26）。講習・研修において優先して学ぶ 
べ き内容を尋ねたところ、「教育課程・指導法、
教材や個別の指導計画に関する内容」が  62.1%
と最多で 、以下「障害の生理・病理や障害の医療
的な診断や治療の内容」が 47.1%、「発達障害に関
する内容」46.0%、「心理や発達の過程、アセス
メントや心理検査に関する内容」44.8% となっ
た。これは、本研究と概ね類似の傾向で あった。
また、玉村らは、奈良県教育委員会主催の特別
支援学校課程認定講習に参加した教員 125 名を
対象に、特別支援学校教員における現職教員の
免許習得及び 研修に関するニーズ の調査を行っ
た 7）。この調査で は特別支援学校教員免許に結
び つく形で 、特別支援教育への問題意識と学習
要求が 示された。しかし特別支援学校教員免許
認定講習など の資格取得に結び つく研修の機会
は多くないことが 明らかとなった。またこの中
で 、特別支援教育専攻科ついては、知名度は比較
的低いが 「学んで みたい・学び たい」と考える受
講生が 調査人数の半数を超えたものの、「勤務を
休まず に学べ るのならば 」、「希望したが 選ば れ
なかった」あるいは「臨時講師の為休めず 難し
い」など 、研修参加の制約面で の問題が 指摘され
た。

また、先の玉村らの研究 7）で は、現職教員プ 
ログ ラムへの研修ニーズ として、「特別支援教育
コーデ ィネーターに必要な力量形成」、「特別支
援教育の基本的な原理や制度等」、「障害児者の
福祉や医療」、「権利保障にかかわる国際動向」
が 多く、アンケートの選択肢の違いもあり、今
回の調査結果とは一致しなかった。障害種別と
しては、知的障害、自閉症、PDD、LD、ADHD

に関する関心が 高く、肢体不自由、情緒障害、
言語障害が それに続き、本研究と同様の結果で 
あった。
（3）研修で 良かった点、改善すべ き点：立花ら

は県立特別支援学校の教員を対象に特別支援学
校における校内研修の実態把握、および 校内研
修支援の在り方の検討を行い、校内研修で は、
関心のある知識や技術の習得、明日のヒントお
よび 普段得にくい情報を求める教員が 多いこと
を示した 9）。今回の調査で 、研修の良い点は「実
践に生かせる」が 最多で あり、「最新の知見が 得
られる」、「知識が 増えた」が それに続き、立花
らの調査結果と概ね同様で あった。

改善すべ き点は、「実践的な内容にしてほし
い」が 多く、良かった点を考えると当然の結果
といえる。
（4）現行の研修内容と希望する内容との比

較：研修内容に関して、実施済みとこれから実施
を希望する研修の比較における詳細な先行研究
は、筆者らが 検索した限りで は見当たらなかっ
た。
（5）派遣：玉村らの研究 7）で は、現職教員の

特別専攻科への修学希望の調査を行った。最も
多かったのは、「勤務を休んで まで学び たいと
は思わないが 、休まず に学べ るなら学んで みた
い」（35%）で あった。また、「内容をよく知った
上で 考えたい」という意見も 31% 見られた。回
答者の約 6 割が 、機会が あれば 学び たいという
意見で あった。「今すぐ にで も学び たい」、「すぐ 
にで はないが 将来学び たい」という声も 14% あ
り、約 8 割の教員が 学び たい・学んで みたいと
考えているという結果が 出た。これに対して、
上で も述べ たように、実際に大学院等への派遣
を行っていたのは、約半数の都道府県に留まっ
た 8）。

4.4. 滋賀県と他府県との比較
本調査で 得られた現場の教師の意見の中で 

多かったものの一つとして、「学校の大規模化に
よる生徒数の増加による教室や教員の不足」が 
挙げ られた。滋賀県の過去10年間の児童生徒数
の推移デ ータ 27）を以下（表 1、図 17）に示す。
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表 1　滋賀県立特別支援学校の児童生徒数の推移

 

 

図 17　滋賀県立特別支援学校の児童生徒数の推移

表 1 および図 17 で 示したように、滋賀県の特
別支援学校の児童生徒数は、過去10年間で 約1.8
倍に増加している。特に知的障害の児童生徒の
入学者数の増加が 著しく、増加率は約 2.2 倍を
示す。続いて肢体不自由児も、知的障害児ほど 
で はないが 、約 1.4 倍の増加をみた。

続いて滋賀県立特別支援学校における、知的
障害部門で の児童生徒の入学者の推移を図 18
に示す。

 

図 18　滋賀県立特別支援学校における知的障害部門で の児

童生徒の入学者の推移

過去 10 年間で は、第 3 章のアンケートの回答
にもあったように、高等部の児童生徒の増加率
が 最も高い（約 2.4 倍）。さらに小学部は約 1.9
倍、中学部は約 2.2 倍の増加率を示している。

ところで 、文部科学省の全国調査統計（昭和
23 年度 - 平成 23 年度）によれば 、特別支援学校
数および 在学者数は全国的に増加の一途を辿っ
ているが 、滋賀県は増加の割合が 高いことが 判
る 28）。特に平成 5 年と平成 22 年を比較すると、
小学校・小学部で は 1.8 倍、中学校・中学部で は
1.6 倍に増加と、近年の急増が 目立つ 29）。

滋賀県教育委員会で は、このような児童生徒
の急増への対応策として、平成 24 年 10 月に「知
肢併置特別支援学校における児童生徒増加への
対応策について」30）を公表している。それによ
ると、児童生徒数の増加の要因として「障害の
ある幼児児童生徒や、その保護者において、よ
り適切な指導や必要な支援を行う特別支援教育
への理解が 深まるとともに、一人ひとりの障害
に応じ たきめ細かな教育や専門的な進路指導の
取組から、特別支援学校への評価と期待が 高ま
り、入学者が 増加したものと考える」としてい
る。

他府県においても、児童生徒数の推移のデ ータ
は公式に発表されている。奈良県教育委員会 31）

は、以下の統計資料を公開している（平成 19 年
以前は、盲・聾・養護学校のすべ ての入学者の合
計で表す）。奈良県立特別支援学校の児童生徒数
は、過去 9 年間で 約 1.8 倍と、滋賀県と同様の増
加率を示している（H16; 823 人、H24; 1512 人）。

兵庫県教育委員会の統計資料 32）による兵庫
県立特別支援学校の児童生徒数（平成 19 年以前
は、盲・聾・養護学校のすべ ての入学者の合計
て）は、過去 8 年間で 約 1.4 倍と（H17; 3659 人，
H24; 5009 人）、滋賀県ほど で はないが やはり増
加傾向であった。

京都府教育委員会の統計資料 33）による京都
府立特別支援学校の児童生徒数（平成 19 年以
前は、盲・聾・養護学校のすべ ての入学者の合
計）は、過去 8 年間で 約 1.2 倍の増加率で（図
19、H17; 1224 人、H24; 1457 人）、近畿圏の他府
県と比較すると増加率は低い。
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図 19　京都府立特別支援学校の児童生徒数の推移

この理由としては、多くの社会的要因が想定
されるが、本稿では深くは立ち入らない事にす
る。
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